
                                     平成 19年 5月 15日 

 
 
 
 
 

「地域密着型金融推進計画」の進捗状況について 
 
 
京都銀行（頭取 柏原 康夫）では、金融庁から公表された「地域密着型金融の機能強化
の推進に関するアクションプログラム」（平成１７～１８年度）に基づく「地域密着型金融

推進計画（以下 推進計画という）」について、その進捗状況を６ヵ月ごとに公表すること

としております。今般、平成１９年３月末をもって「推進計画」が終了したことに伴い、

２年間の進捗状況について公表させていただきます。 
 

当行の推進計画では、「地域貢献」と「顧客満足度向上」という２つの枠組みで整理し、

次の主要施策を柱として取り組んでまいりました。 

 

１．「地域活性化プロジェクト」の推進と「活き活き企業サポートチーム」の活動に 

     よる地域貢献 

  （１）観光支援による地域活性化 

      当行独自融資商品「京銀観光支援特別融資＜賑わい＞」による金融支援を通 

        じ、地元産業の活性化に取り組んでまいりました。また、京都の魅力ある観光 

        地、観光スポットを紹介する京銀観光写真展を開催するなど、観光客誘致のた 

        めの取り組みを実施いたしました。 

 （２）ベンチャー企業の支援・育成 

       「ベンチャー企業支援室」では、「Ｋ･Ｓ･Ｏベンチャーファンド」、「がんばれ 

       中小企業･活き活き育成ファンド」等を通して、ベンチャー企業、中小企業へ積 

       極的な資金供給を行ってまいりました。平成１９年１月には、同志社大学との連 

       携により「京都･同志社発ベンチャー育成ファンド」を設立し、同志社発ベンチ    

       ャーに対する支援･育成業務に取り組んでおります。 

  （３）担保・保証に過度に依存しない融資推進 

    中小企業への資金供給の円滑化を図るため、無担保・第三者保証人不要の融 

    資商品の拡充等、お客様のニーズに適した商品提供に努めてまいりました。 

    平成１９年３月末の無担保・第三者保証人不要の融資商品残高は７５０億円と 

    なり、推進計画期間中の増加額は３６６億円となりました。 

 （４）業種別支援の高度化 

    業種特有の情報、ノウハウの蓄積をすすめることで業種別支援の高度化を図 

    っております。特に医療・福祉チームは市場調査を行ったうえ、これまで蓄積 

    してきた業種別ノウハウを活用した活動を行っております。 

－１－ 
 



－２－ 

 

２.「お客様サービス部」による顧客満足度向上の推進 

  営業店にはＣＳリーダーを、本部にはお客様サービス向上委員会を設置しＣＳ

向上に向けた取り組みを全行あげて行っております。平成１８年度につきまして

も、平成１７年度に引き続きお客様満足度調査を実施しており、調査結果をお客

様の利便性向上やお客様のニーズ・要望を反映した商品・サービスの提供に役立

ててまいります。 

 

 

 

この計画の中で、目指すべき姿として、平成１９年３月末の「中小企業等貸出金（個人

含む）の期間中増加額１,５００億円の達成」を掲げておりましたが、平成１９年３月末の

実績は次のとおりとなり、数値目標については達成することができました。 

 

項 目 目 標 平成１９年３月末 実績 

中小企業等貸出金（個人含む）

の期間中増加額 

１,５００億円増加 

（平成１７年３月末対比）

２,３５１億円増加 

（目標達成） 

 

 

 

 

 当行では、これらの諸施策を引き続き推進していくことにより、地域金融機関に求めら

れている本来の地域貢献を果たしてまいります。 

 
 
 
 
 
 
 添付資料  
 
  ・「地域密着型金融推進計画」の進捗状況（平成１７年４月～平成１９年３月） 
 

以 上 
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１．取組方針 

 当行の推進計画では「地域貢献」と「顧客満足度向上」の２つの枠組みで整理し、次の主要施策を柱として取組んでおります。 

  ①「地域活性化プロジェクト」の推進と「活き活き企業サポートチーム」の活動による地域貢献 

   ②「お客様サービス部」による顧客満足度向上の推進 

    

 こうした施策を通じ、地域経済の活性化による地域貢献をはかってまいります。また、安全で、安心して利用できる健全な経営基盤を構築することにより、地域で最も信

頼され、存在感のある銀行として揺るぎない地位を確立してまいりたいと考えております。 
 
２．目指すべき姿 
 中小企業等貸出金（個人含む）の期間中増加額１，５００億円の達成を目指してまいりましたが、平成１９年３月末の実績は次のとおりとなり、数値目標については達成す

ることができました。 

 

項目 目標 平成１９年３月末 実績 

中小企業等貸出金（個人含む）の期間中増加額 
１,５００億円増加 

（平成１７年３月末対比） 
２，３５１億円増加 

 

３．主要施策の進捗状況について 

 ①｢地域活性化プロジェクト｣の推進と「活き活き企業サポートチーム」の活動 

・「観光支援室」において、観光産業・観光関連業者に対する活性化支援に積極的に取組んでおります。 

 当行独自融資商品「京銀観光支援特別融資＜賑わい＞」による資金供給等、金融支援を通じて地元産業の活性化に貢献いたしております。           

  また、観光客誘致に資する取組として、京都の魅力ある観光地、観光スポットを紹介する「京銀観光写真展」、「時代祭り写真展」の開催、「京銀ビジョン」による観光

関連情報の放映拡充（１４種類から１８種類に）等、諸施策の充実をはかっております。 

・地元林業の活性化と木材の「地産地消」を促進するため、「京都府産木材認証」を受けた住宅を「エコ住宅ローン金利優遇」の対象に追加し、環境配慮型金融商品の拡充

をすすめております。 

 

【平成１８年下期  京銀観光支援特別融資＜賑わい＞      取組実績    ６８先       ３１．６億円】 

【推進計画期間累計 京銀観光支援特別融資＜賑わい＞      取組実績   １５４先       ５７．１億円】 

 

・「ベンチャー企業支援室」では、ベンチャー企業、中小企業へ積極的な資金供給を図っております。平成１８年下期は、Ｋ．Ｓ．Ｏベンチャーファンドが８先、１６４．

７百万円、中小企業基盤整備機構、ベンチャーラボ（目利き機関）との連携により設立した｢がんばれ中小企業・活き活き育成ファンド（愛称：がんばれファンド）｣が４

先、１１２．７百万円の投資実績となりました。Ｋ．Ｓ．Ｏベンチャーファンド４号については、これまでの積極的な投資により、投資組入が完了予定となったため、フ

ァンド総額を５億円増額（うち当行が４億円出資）し、１０億円といたしました。 

  また、平成１９年１月には、同志社大学との連携により「京都・同志社発ベンチャー育成ファンド」を設立いたしました。さらに、「同大・京銀ベンチャー支援会議」

を設置し、同志社発ベンチャーに対する支援・育成業務に取組んでおります。 

 

 

｢地域密着型金融推進計画｣の進捗状況 （平成１７年４月～平成１９年３月） 
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【平成１８年下期  Ｋ．Ｓ．Ｏベンチャーファンド       投資実績     ８先     １６４．７百万円】 

【推進計画期間累計 Ｋ．Ｓ．Ｏベンチャーファンド       投資実績    ２４先     ４９７．７百万円】 
【平成１８年下期  がんばれ中小企業・活き活き育成ファンド  投資実績     ４先     １１２．７百万円】 

【推進計画期間累計 がんばれ中小企業・活き活き育成ファンド  投資実績     ９先     ２４２．７百万円】 

【推進計画期間累計 ファンド出資額１１．９億円増加、   上場企業３社誕生】 

・中小企業への資金供給の円滑化をはかるため、無担保・第三者保証人不要の融資商品の拡充、融資条件の一部見直しを実施することによりお客様のニーズに適した商品提

供に努めております。また、兵庫県信用保証協会や大阪市信用保証協会と提携するなど、営業エリアの広域化に応じた商品ラインナップの拡充をはかっております。 

 これら諸施策の結果、平成１９年３月末の取扱残高は７５０億円となり、推進計画期間中に３６６億円増加いたしました。 

 

 【平成１８年下期  無担保・第三者保証人不要の融資商品残高                     ７５０億円】 

 【推進計画期間累計 無担保・第三者保証人不要の融資商品残高期間中増加額               ３６６億円】 

  

・「経営支援室」では、中小企業再生支援協議会、地元金融機関、保証協会、ＲＣＣ等外部機関との連携、協力態勢を構築し、再生スキーム・手法の積極的な活用に取組ん

でおります。平成１８年下期には、再生ファンドを活用した案件について１件、京都府・京都市協調の｢中小企業再生支援融資制度｣について、１２先、１４．６億円の取

組を実施いたしました。また、取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化により､平成１８年下期のランクアップ先数が１７先、推進期間中累計で１００先となりま

した。 

 

 【平成１８年下期      再生支援ファンド活用実績                           １先】 

 【推進計画期間累計     再生支援ファンド活用実績                           ５先】 

 【平成１８年下期  京都府・京都市協調「中小企業再生支援融資制度」取組実績  １２先       １４．６億円】 

 【推進計画期間累計 京都府・京都市協調「中小企業再生支援融資制度」取組実績  ５８先       ６８．２億円】 

 【平成１８年下期      ランクアップ先数の実績                           １７先】 

 【推進計画期間累計     ランクアップ先数の実績                          １００先】 

 

・「活き活き企業サポートチーム」の中核組織である「企業サポート部」では業種特有の情報、ノウハウの蓄積をすすめることで業種別支援の高度化をはかっております。

特に医療・福祉チームは市場調査を行ったうえ、これまで蓄積してきた業種別ノウハウを活用することで積極的な提案型営業を実践しております。 

  

 【平成１８年下期      融資起案実績                   ９６件      金額１００億円】 

 【推進計画期間累計     融資起案実績                  ４１２件      金額４５６億円】 

  

・「法人取引推進室」に推進リーダーを設置し、本部営業の機能強化をはかるなど、新たな融資手法を通じた金融支援の推進に取組んでおります。 

  平成１８年下期は、中小企業向けシンジケートローンの組成（１件、３０億円）や私募債の推進（４６件、５３．３億円）等、中小企業の資金調達手法の多様化に対応

しております。 

 

 【平成１８年下期   中小企業向けシンジケートローン組成実績          １件         ３０億円】  

 【推進計画期間累計  中小企業向けシンジケートローン組成実績          ３件         ４６億円】 

 【平成１８年下期   私募債の取組実績（エコ・私募債含む）          ４６件       ５３．３億円】 
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 【推進計画期間累計  私募債の取組実績（エコ・私募債含む）         １７９件      １９７．８億円】 
②「お客様サービス部」による顧客満足度向上の推進 

・営業店にはＣＳリーダーを、本部にはお客様サービス向上委員会を設置し、ＣＳ向上に向けた取組みを全行あげて行っております。ＣＳリーダー会議はエリア単位ごとに

定例開催しており、より一層のＣＳ活動の活性化を図っております。 

・平成１８年度につきましても、平成１７年度に引き続きお客様満足度調査（郵送アンケート）を実施しており、調査結果については、お客様の利便性向上やお客様のニー

ズ・要望を反映した商品・サービスの提供に役立ててまいります。 

 

４．アクションプログラムに基づく個別項目の進捗状況 
スケジュール 進捗状況 

項     目 具体的な取組み 
１７年度   １８年度   １７年４月～１９年３月 １８年１０月～１９年３月 備  考 

１ ．事業再生・中小企業金融の円滑化       
・H17/4｢企業サポート部｣を設

置し、業種毎の特性を踏ま

えた融資案件を起案 

起案実績 ４１２件/４５６億円 

・｢観光支援室｣を設置し、地

域の特徴業種である観光関

連業界とのパイプを強化 

・｢企業サポート部｣による業種

別融資案件起案 

 

起案実績 ９６件/１００億円 

 

(1)創業・新事業支援機能等の強化 

 

 

 

・｢活き活き企業サポートチ

ーム｣を「企業サポート部」

と「観光支援室」に改組し、

業種別営業支援体制を強

化 

・産学連携の強化、大学発ベ

ンチャーへの積極的な投

融資を実施 

・「企業サポート部」

の設置 

・「観光支援室」の

設置 

・「がんばれ中小企

業・活き活き育成

ファンド」組成 

・産学官とのネッ

トワークの充実

 

・大学との連携を強化（包括

提携大学は合計 9大学） 

・立命館大学、同志社大学の

「学生ベンチャーコンテス

ト」に協賛 

・主要連携機関を組織化し、

「京銀活き活きベンチャー

支援ネットワーク」を設立

・「京都・同志社発ベンチャー

育成ファンド（ファンド総額

2億円）」を設立 

・「同大・京銀ベンチャー支援

会議」を設置 

・立命館大学「学生 VB コンテ

スト」・優秀ビジネスプラン

に「京都銀行賞」を授与 

・｢がんばれ中小企業・活き活き

 育成ファンド｣ 

投資実績 9先/242.7 百万円 

・Ｋ．Ｓ．Ｏベンチャーファンド 

投資実績 24 先/497.7 百万円

（累計  75 先/2,047 百万円） 

 

上記投資先の中から３社の上

場企業が誕生 

・｢がんばれ中小企業・活き活き

育成ファンド｣ 

投資実績 4 先/112.7 百万円 

・Ｋ．Ｓ．Ｏベンチャーファンド 

投資実績 8 先/164.7 百万円 

・Ｋ．Ｓ．Ｏベンチャーファン

ド4号のファンド総額を5億

円増額（うち当行が４億円出

資）し、10 億円とする 

    

・H18/6 環境配慮型企業向け

融資取扱開始 

 京銀エコ・ローン 

         66 件/48.7 億円

 京銀エコ・私募債 

         22 件/32.2 億円

・環境配慮型企業向け融資取

扱実績 

・京銀エコ・ローン 

         22 件/ 20.1 億円 

・京銀エコ・私募債 

         13 件/ 21.5 億円 

 

活き活き企業サポートチーム

・本部各部､本店営業部に

より組織横断的な「活き

活き企業サポートチー

ム」を再組成すること

で、業種別情報、ノウハ

ウをより効率的に活用

するとともに業種別営

業支援体制を強化 
地域活性化プロジェクト 

・観光産業への取組強化 

・ベンチャー企業の育成・

支援業務の推進 
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スケジュール 進捗状況 
項     目 具体的な取組み 

１７年度   １８年度   １７年４月～１９年３月 １８年１０月～１９年３月 備  考 

・ H17/4｢法人取引推進室｣を

設置 

・ H17/9 ビジネスマッチング

フェアに参加（主催：産業

クラスターサポート金融会

議） 

・H17/11 天候デリバティブ取

扱開始 

・ H18/2 ビジネスパートナ ー

交流会（主催：京都産業 21）

金融相談会に参加 

・H18/4 株式公開支援業務「市

場誘導業務」取扱開始 

・H18/4 有料「京銀ビジネス

マッチングサービス」開始

・Ｈ18/7 中国・上海で「地銀八

行合同商談会」を共同開催 

・ H18/9 地震デリバティブ取

扱開始 

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ実績（無料） 

           発信 1,187 件

           商談 1,113 件

           成約 408 件

・有料ビジネスマッチングサ

ービス提携先 5先追加、合計

16 先 

・ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏｯﾁﾝｸﾞ実績（無料） 

            発信 263 件 

            商談 236 件 

            成約 94 件 

(2) 取引先企業に対する経営相談・

支援機能の強化 

その１ 

  取引先企業に対する経営相談・支 

援機能の強化 

 

・高付加価値ビジネスマッチ

ング体制の強化 

・外部専門機関・公的支援組

織等との連携強化 

・個別経営相談会を開催 

・若手経営塾、各種セミナー

の開催、通信教育の斡旋 

・｢法人取引推進室｣

を設置 

・京都市中小企業融

資制度「きらめき

企業支援融資（も

のづくり企業縁

結び資金）」の取

り扱い開始 

 

・ビジネスマッチ

ング推進体制の

強化、活性化 

・京都総研におけ

る経営者向けの

事業革新個別相

談会開催の検討

・京都総研による各種セミナ

ーを開催 

 ｢企業における M＆A の戦略

的活用｣｢社長を補佐する経

理リーダーの役割と実務｣

「新会社法セミナー」等 

・経営者向け「BCP（事業継続

計画）セミナー」を開催 

・ 京都総研による各種セミナ

ーを開催 

「企業発展のために新会社法

はこう活用する」等 

活き活き企業サポートチーム

・「法人取引推進室」を設

置し、ビジネスマッチン

グへの取組みを一層強

化 
地域活性化プロジェクト 

・｢経営支援室｣による個別

経営相談会の実施 

(2) 取引先企業に対する経営相談・

支援機能の強化 

その２ 

  要注意先債権等の健全債権化等に

向けた取組みの強化 

・「全店ランクアップ運動」

の拡大実施 

・個別経営相談会の実施 

・外部機関との連携強化 

・再生スキルの一層の向上と

ノウハウの蓄積 

・モニタリング態勢の強化 

・経営支援対象先の

拡大 

・個別経営相談会の

開催 

・｢全店ランクアッ

プ運動｣の拡大実

施 

・モニタリング態勢

強化の為、「ソリ

ューションプラ

ン」制度の改定 

・同左 ・個別経営相談会を実施 

       参加企業数 32 社 

（H19 年 3 月末 累計 155 社） 

・コンサルティング会社との

連携による経営改善支援 

     契約先数     10 社

（H19 年 3 月末 累計 40 社） 

・｢ソリューションプラン｣制

度を改定し、モニタリング

態勢を強化 

・｢全店ランクアップ運動｣を

改定実施 

・経営支援対象先を再選定 

 135 企業グループ、249 社 

・個別経営相談会を実施 

      参加企業数 4 社 

 

・コンサルティング会社との連

携による経営改善支援 

         契約先数  2 社 

 

地域活性化プロジェクト 

・経営支援への取組強化 
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スケジュール 進捗状況 
項     目 具体的な取組み 

１７年度   １８年度   １７年４月～１９年３月 １８年１０月～１９年３月 備  考 

(2）取引先企業に対する経営相談・

支援機能の強化 

その３ 

健全債権化等の強化に関する実績の公

表等 

・経営改善支援取組実績等に

ついて、当行ホームページ

等にて公表 

 

・アクションプログ

ラムの進捗状況

の公表を通じ、公

表 

・同左  

 別紙様式Ａ－１，Ａ－２，Ａ－３参照 

地域活性化プロジェクト 

(3）事業再生に向けた積極的取組み 

その１ 

  事業再生に向けた積極的取組み 

・債務者の実態に即したスキ

ーム、手法の活用による再

生にむけた取組を強化 

・
＊１

DIPファイナンス、
＊２

DES等に

ついて外部機関、外部人材

との連携活用等、態勢整備

をすすめる 

・再生についての地域での連

携、協力態勢を構築する 

・DIPファイナンス、

DES 等の取扱いに

ついての整備を

進め、具体的案件

を検討 

・「中小企業再生支

援融資制度」につ

いての積極的な

取組み実施 

・同左 ・再生ファンドを活用した再

生案件の取組を実施（5件）

 

・｢中小企業再生支援融資制

度｣の実績 

        58 先 / 68.2 億円 

・DIP ファイナンス、DES の活

用について具体的検討を実

施 

・再生ファンドを活用した再生

案件の取組を実施（1件） 

 

・｢中小企業再生支援融資制度｣

の実績 

         12 先 /14.6 億円 

地域活性化プロジェクト 

・事業再生手法を幅広く活

用し、再生支援を行って

いく 

＊１DIP ファイナンス… 
 （法的再生中等の企業に
対する融資） 

＊２DES…（債務の株式化）

(3）事業再生に向けた積極的取組み 

その２ 

   再生支援実績に関する情報開示

の拡充、再生ノウハウ共有化の

一層の推進 

・再生支援の実績を公表 

・再生ノウハウの蓄積をはか

り行内での共有化を進め

る 

・京都の各地域金融機関等で

構成する「企業再生担当者

会議」等にて情報交換、再

生ノウハウの共有化を進

める 

・当行ホームページ

等で開示を検討 

・「企業再生担当者

会議」等において

再生ノウハウを

共有化 

・同左 ・企業再生担当者会議ではＨ18 上期より会員の拡充をはかり

開催。開催回数は累計 6回。会議では、再生事例のケースス

タディや地域再生ファンドの活用等の情報交換を行い、ノウ

ハウの共有化を図っている。 

取組事例 

 別紙様式Ｂ－１，Ｂ－２参照 

地域活性化プロジェクト 

・H17/12「京銀ビジネスカー

ドローンスペシャル」の取

扱開始 

・Ｈ18/4大阪府提携ポートフ

ォリオ型融資の取扱開始 

・Ｈ18/5 兵庫県信用保証協

会、Ｈ18/6 大阪市信用保証

協会と提携保証制度の取扱

開始 

・Ｈ18/6ビジネスローン等に

「人事労務総合診断サービ

ス」を付加 

 (4）担保・保証に過度に依存しない

融資の推進等 

①担保・保証に過度に依存しない融

資の推進 

・スコアリング審査精度を向

上 

・コベナンツ（財務制限条項）

付融資商品の取組検討 

・ローン商品の内容

拡充 

・コベナンツ（財務

制限条項）付融資

商品の取組検討 

・スコアリングモ

デルのバージョ

ンアップ 

・個人事業主向け

スコアリングモ

デルの開発 

・H19/３末現在 主要商品残高

京銀ビジネスローン（活き活き）

119 億円

京銀ビジネスカードローンＲ･ 

京銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｶｰﾄﾞﾛｰﾝｽﾍﾟｼｬﾙ 

    24 億円

京銀ビジネスローンＲ 27 億円

・ 京銀ビジネスローンＲの商

品内容一部改正 

（融資限度額 10百万円から 30

百万円に引上げ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域活性化プロジェクト 

・無担保・第三者保証人不

要の融資商品の推進 



                                                                        
                                                                 

株式会社 京都銀行 

                                                  （京都銀行） 6

スケジュール 進捗状況 
項     目 具体的な取組み 

１７年度   １８年度   １７年４月～１９年３月 １８年１０月～１９年３月 備  考 

 (4）担保・保証に過度に依存しない

融資の推進等 

②中小企業の資金調達手法の多様

化等 

・地域「CLO」（ローン担保証

券）の取組みについて対応

検討 

・売掛債権担保融資制度の活

用推進 

・「TKC 戦略経営者ﾛｰﾝ」の商

品内容拡充 

・「京銀ビジネスローン〈カ

スタマーサポート〉」の推

進 

・売掛債権担保融資

制度の推進 

・「TKC 戦略経営者

ﾛｰﾝ」の推進 

・ノンリコースロー

ン、プロジェクト

ファイナンス等

の取組検討 

・新たな融資手法

を通じた資金調

達手法の提供 

・信用保証協会の売掛債権担

保融資制度の取組実績 

保証承諾 121 件/ 

      融資残高 3.2 億円 

 

・私募債の取組実績 

取扱件数 179 件/ 

        金額 197.8 億円 

・中小企業向けシンジケートロ

ーンの組成 

 取扱件数3件/ 金額 46億円

・TKC 戦略経営者ローン、京

銀ビジネスローン〈カスタ

マーサポート〉の推進 

 

・信用保証協会の売掛債権担保

融資制度の取組実績 

 保証承諾 14 件 

        

 

・私募債の取組実績 

取扱件数 46 件/金額 53.3 億円 

 

・中小企業向けシンジケートロー

ンの組成 

 取扱件数１件/  金額 30 億円 

地域活性化プロジェクト 

活き活き企業サポートチーム

・「法人取引推進室」によ

る新たな資金調達手法

の提供 

 (5）顧客への説明態勢の整備、相談

苦情処理機能の強化 

・顧客への説明責任につい

て、研修等にて徹底 

・「お客様サービス部」を設

置し、苦情、要望等を分析、

検討し、経営に反映 

・営業統轄部お客様

サービス担当を

お客様サービス

部へ昇格設置 

・事務長、事務責任

者会議等で苦情

処理態勢の徹底

および指導 

・顧客への説明態

勢について、研

修、内部監査等

を通じ、実効性

を確保 

・Ｈ17/8 ｢お客様サービス

部｣を設置 

・Ｈ17/4、10、Ｈ18/4、10 事

務長・事務責任者会議等に

て苦情処理体制について指

導 

・顧客への説明責任につい

て、各種研修にて徹底 

・ 

・本部・営業店一体となった「Ｃ

Ｓ向上」の取組を継続推進 

・「住宅ローン商品パンフレッ

ト」を新たに作成し、商品情

報提供の充実をはかる 

お客様サービス部 

(6）人材の育成 

 

 

・「営業部店長スキルアップ

講座」の実施 

・「中小企業経営分析セミナ

ー」の実施 

・「企業取引スキルアップト

レーニー」の実施 

・「企業取引推進セミナー」

の実施 

・「企業調査研修会」の実施

・地銀協「目利き」「経営支

援」研修への派遣等 

・研修体系に組入

れ、計画的に人材

育成 

・同左 ・｢営業部店長ｽｷﾙｱｯﾌﾟ講座｣ 

・｢中小企業経営分析ｾﾐﾅｰ｣ 

・｢企業取引ｽｷﾙｱｯﾌﾟﾄﾚｰﾆｰ｣ 

・｢企業取引推進ｾﾐﾅ ：ー保証協

会編｣ 

・｢企業調査研修会｣等  

企業取引推進にかかる研修を

実施    累計６１回実施

 

 

・地銀協主催 

｢企業取引開発研究講座｣｢企

業価値研究講座｣｢中小企業経

営支援講座｣｢営業店法人取引

専担者講座｣への派遣 

      累計 17 名派遣

・「支店経営塾」｢企業取引スキ

 ルアップトレーニー」 
「企業取引推進セミナー：デリ

バティブ編」「融資渉外基礎

研修会」「融資基礎研修会」

等、企業取引推進にかかる研

修を実施 

      累計１３回実施 

 

 

・地銀協主催 

 ｢企業価値研究講座｣｢中小企

 業経営支援講座｣へ２名派遣 
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スケジュール 進捗状況 
項     目 具体的な取組み 

１７年度   １８年度   １７年４月～１９年３月 １８年１０月～１９年３月 備  考 

２．経営力の強化       

(1)リスク管理態勢の充実 

 

 

・新 BIS 規制国内公示を踏ま

えた採用手法の決定 

・信用リスク定量化の精度向

上 

・オペレーショナルリスク管

理体制の整備及びリスク

管理の高度化 

・情報収集、信用リ

スク管理コンサ

ルティングの導

入検討 

・データ整備、シス

テム対応等、課題

の洗い出し 

・採用手法の決定

・データ整備、シ

ステム対応の実

施 

・①信用リスク管理コンサル

ティングの導入②信用リス

クアセット算出システムの

導入③バーゼルⅡ対応プロ

ジェクトチームの設置等

「基礎的内部格付手法」、

「標準的手法」による信用

リスクアセット算出にかか

る業務要件定義を策定 

・業務要件定義に基づき、信

用リスクアセット算出シス

テムを構築 

・オペレーショナル・リスク

に関する外部コンサルティ

ング、データ収集・分析シ

ステムの導入に関する方針

決定。ワーキンググループ

立ち上げ。 

・H18/10 リスク統轄部内にオ

ペリスク対応のプロジェク

トチームを設置 

・オペリスク管理コンサルティ

ングを開始し、オペリスク分

析・管理システムの構築、各

種データ整備等の手法検討

に着手 

・信用リスクアセット算出シス

テムが完成し、標準的手法に

よる自己資本比率の試算を

実施 

 

(2）収益管理態勢の整備と収益力の

向上 

 

 

・自己査定の精度向上  

・デフォルトデータ、経費率

データ等、各種データの精

緻化 

・金利ガイドライン

の見直し 

・財務分析システム

の更改 

・信用格付制度の

見直し 

・自己査定・格付

システムの更改

・H18/1「融資統合管理システ

ム」第１フェーズ（顧客、

担保、財務機能）稼動開始

・H18/3「貸出条件緩和債権に

かかる基準金利」制定 

・H18/5「融資統合管理システ

ム」第２フェーズ（信用格

付機能）稼動開始 

・H18/7「融資統合管理システ

ム」第３フェーズ（自己査

定機能）稼動開始 

・「融資統合管理システム」の

「信用格付機能の」定着化、

有効活用をはかる 

 

 

(3)ガバナンスの強化 

その１ 

  財務内容の適正性の確認 

 

 

・企業会計審議会より公表さ

れた「財務報告に係る内部

統制の評価及び監査の基

準」（公開草案）に基づき具

体的な取組策を策定する。

・今後の体制整備に

ついて全体のフ

レームワークの

設計・スケジュー

ル等を検討 

・具体的な対応に

 着手 

・財務報告に係る内部統制構

築に向けた取組み方針決定

・「評価範囲」の決定および

「決算関係の内部統制」の

文書化を完了し、本部業務

の基準書を整備 

・Ｈ18/3期有価証券報告書の

｢確認書｣を提出 

・Ｈ18/3期決算において内部

監査部門が決算業務にかか

る管理体制について監査を

実施 

・H19/1 内部統制構築委員会、

プロジェクトチームを設置 

・監査法人のコンサルティン

グを受け、業務プロセスの文

書化を本格開始 
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スケジュール 進捗状況 
項     目 具体的な取組み 

１７年度   １８年度   １７年４月～１９年３月 １８年１０月～１９年３月 備  考 

(4)法令等遵守（コンプライアンス）

態勢の強化 

その１ 

営業店に対する法令等遵守状況

の点検強化等 

・企業倫理、行動規範、服務

規律等の再確認・再徹底 

・不正防止のための動態監査

の強化 

・各店で「企業倫理、

行動規範、服務規

律」等の徹底 

・コンプライアンス

監査の実施 

・同左 ・「企業倫理、行動規範、服

務規律」等の徹底 

・コンプライアンス・チェッ

クにおける管理監督者等の

相互チェックの実施 

・コンプライアンス監査実施

・優越的地位の濫用の有無点

検と防止の徹底 

・広告表示等の適切性確保の

徹底 

・「私達の企業倫理と行動規範」

（全役職員配布用）の改正 

・独占禁止法に関する全店勉強

会を実施 

・部分業務監査の継続実施 

 

(4)法令等遵守（コンプライアンス）

態勢の強化 

その２ 

  適切な顧客情報の管理・取扱いの

確保 

・情報セキュリティ管理体制

および情報漏洩防止対策

の一層の強化 

・情報資産保護のための営業

店指導強化、教育研修の実

施 

・内部監査、外部監査の充実

・顧 客 情 報 の 管

理・取扱の一層の

厳格化を実施 

・臨店指導、各種研

修の実施 

・遵守状況の監査 

・同左 ・H17/10顧客情報流出防止策

として「FAX 送信集中管理

システム」導入 

・個人情報の厳格な管理・取

扱について、臨店、研修を

通じ、営業店への指導実施

・私用パソコンの業務使用禁

止の再徹底 

・電子帳票アクセス履歴管理

表の新設等、情報管理体制

を強化 

・情報セキュリティ管理態勢

の点検のため、当行システ

ム部、業務監査部による共

同センターへの立入り監査

を実施 

・外部委託契約書が「アウトソ

ーシングルール（情報セキュ

リ テ ィ ス タ ン ダ ー ド 
16010）」を満たしているか
の確認実施 
・ペーパーレス化推進（帳票類

の電子化、保存期間の見直し

等） 
・規程類の電子化完全実施 
・文書センター保管の営業店

永久保存文書の保管状況確

認実施 
・営業店保管の伝票・諸届等を

センターへ集中保管 
・ISMS等の導入検討 
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スケジュール 進捗状況 
項     目 具体的な取組み 

１７年度   １８年度   １７年４月～１９年３月 １８年１０月～１９年３月 備  考 

(5)ITの戦略的活用 

その１ 

  ITの戦略的活用 

 

・チャネル機能強化、情報系

システム充実、新商品・新

サービス開発 

・「業務改革推進ユニット」

を設置し、営業店業務のバ

ックレス化を推進 

・偽造カード対策・個人情報

保護等顧客保護への取組

強化 

・自己査定・格付システム導

入等による信用リスク管

理の向上 

・「業務改革推進ユ

ニット」を設置 

・ダイレクトバンキ

ングによる外貨

預金・投信取扱、

入金照合サービ

ス等新サービス

開発 

・稟議ワークフロー

全店展開 

・IC キャッシュカ

ード、生体認証の

導入等偽造カー

ド対策、暗号化等

情報漏洩対策 

・情報系システム

の機能充実、マ

ルチペイメント

等の新サービス

開発 

・営業店バックレ

ス化展開 

・自己査定・格付

システム導入 

【ATM 対応】 

・日中・月中支払限度額設定

等、偽造カード対策を実施

・指静脈認証機能付き IC キ

ャッシュカード導入 

・セブン銀行とのＩＣカード

 相互利用開始 

【ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ等へ対応】

・インターネットＥＢサービ

スによる口座振替・収納代

行サービスの追加 

・テレバン、インターネット

バンキング等での外貨預

金・投資信託サービス追加

【業務支援】 

・ﾏﾙﾁﾍﾟｲﾒﾝﾄﾈｯﾄﾜｰｸでの口座

振替受付ｻｰﾋﾞｽ「Pay－easy」

の取扱開始 

・預り資産総合支援システム

の導入 

【ATM 対応】 

・正月三が日の店舗内外 ATM の

営業対応 

【ｲﾝﾀｰﾈｯﾄﾊﾞﾝｷﾝｸﾞ等へ対応】 

・証券会社とのウェブ連動振込

サービスの取扱開始 

【業務支援】 

・IC タグを活用した「書類集

中保管システム」の導入 

・投信窓販後方支援システムの

導入 

・名寄せデータ整備点検・是正

支援システムの導入 

 

３ ．地域の利用者の利便性向上       

(1)地域貢献等に関する情報開示 

その１ 

  地域貢献に関する情報開示 

・地域貢献に関する記載内

容、表現上の工夫を行い、

利用者にとってよりわかり

やすいものにする 

・17 年 9 月期ミニ

ディスクロージ

ャー誌より内容

の充実をはかる 

・18 年 3 月期、9

月期についても

一層の充実を図

っていく 

・H17/12、18/7 ディスクロー

ジャー誌、ミニディスクロ

ージャー誌を発刊。記載内

容の充実をはかる 

 

・H18/12 中間ミニディスクロ

ージャー誌、H19/1 に中間デ

ィスクロージャー誌を発刊 

 

(1)地域貢献等に関する情報開示 

その２ 

 充実した分かりやすい情報開示の

推進 

・質問や相談の頻度の高いも

のを公表する 

・「お客様サービス

部」設置 

・質問、相談の収集 

・質問、相談が多

いものについて

ホームページへ

掲載 

・「お客様の声」をもとに実施

した商品・サービスの改善

項目についてホームページ

へ掲載 

・CS レポート「お客さまの声

にお応えしていきます！」を

発刊 

お客様サービス部 

(3）地域の利用者の満足度を重視し

た金融機関経営の確立 

 

 

・「お客様サービス部」を設

置し、アンケート、ヒアリ

ング等を通じ、顧客のニー

ズ、要望を分析し、経営に

反映する 

・「お客様サービス

部」設置 

・アンケートを実施 

・CS 向上にかかる

研修、指導の実施 

・顧客のニーズ、

要望を反映した

商品、サービス

の提供 

・経営改善項目の

公表 

・CS 向上にかかる

研修、指導の継

続実施 

・営業店に CS リーダー、本部

にお客様サービス向上委員

会を設置し、全行あげて CS

向上に向けた取組みを実施

・顧客満足度調査を実施 

・「お客様満足度」表彰制度

を導入 

・顧客の意見・苦情等を踏ま

えて行った経営改善項目等

を公表 

・CS レポート発刊 

・CS 活動の一層の活性化をは

かるため、CS リーダー会議、

CS 勉強会を実施 

・郵送による平成 18 年度お客

様満足度調査を実施 

お客様サービス部 

・顧客のニーズ、要望を分

析し、経営に反映 
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スケジュール 進捗状況 
項     目 具体的な取組み 

１７年度   １８年度   １７年４月～１９年３月 １８年１０月～１９年３月 備  考 

(4）地域再生推進のための各種施策

との連携等 

 

 

 

・「観光支援室」を設置し、

観光産業への取組みを強

化 

・観光・京都ブランド産業に

かかる「産学官」連携への

参画 

・「観光支援室」の 

 設置 

・PFI における地方

公共団体等との

連携強化 

・行政、観光関連諸

団体等との連携 

・観光客誘致にか

かる諸施策の企

画、検討 

・｢観光支援室｣の設置 

・ＰＦＩ案件を通じて、地方

公共団体等との連携を強化

・営業店ロービーを利用し、

「京銀観光写真展」を開催

・H17/12「京銀観光支援特別

融資＜賑わい＞」取扱開始 

 取扱実績 

 154 先/ 金額 57.1 億円 

・社寺仏閣、地元優良企業と

連携し､他地銀等からの視

察旅行を誘致 

・「京銀観光支援特別融資＜賑

わい＞」の商品内容一部改正 

・ 「 京銀観光支援特別融資 

＜賑わい＞」取扱実績 

 68 先/ 金額 31.6 億円 

 

・地元林業の活性化を目的に、

「京都府産木材認証」を受け

た住宅を環境配慮型金融商

品「エコ住宅ローン金利優

遇」に追加 

地域活性化プロジェクト 

・観光、京都ブランド産業

の活性化 
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（別紙様式Ａ－１） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

銀行名 京都銀行
【１７～１８年度（１７年４月～１９年３月）】

（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分がランクアップした
先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった先
γ

正常先 23986 21 10

うちその他要注意先 2817 228 33 120

うち要管理先 611 218 66 80

破綻懸念先 565 24 1 19

実質破綻先 128 0 0 0

破綻先 45 2 0 0

合　計 28152 493 100 229

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１７年４月当初時点で整理。
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」にランクアップした場合はβに含める。

・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が
期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績（地域銀行用）

要
注
意
先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数
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（別紙様式Ａ－２） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

銀行名 京都銀行
【１８年度（１８年４月～１９年３月）】

（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分がランクアップした
先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった先
γ

正常先 23645 39 12

うちその他要注意先 3028 333 18 220

うち要管理先 290 153 32 85

破綻懸念先 552 16 3 13

実質破綻先 95 0 0 0

破綻先 49 1 0 1

合　計 27659 542 53 331

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１８年４月当初時点で整理。
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」にランクアップした場合はβに含める。

・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が
期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績（地域銀行用）

要
注
意
先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数
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（別紙様式Ａ－３） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

銀行名 京都銀行
【１８年度下半期（１８年１０月～１９年３月）】

（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分がランクアップした
先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった先
γ

正常先 21129 42 11

うちその他要注意先 5421 294 4 257

うち要管理先 392 131 13 100

破綻懸念先 872 19 0 19

実質破綻先 113 0 0 0

破綻先 54 1 0 1

合　計 27981 487 17 388

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１８年１０月当初時点で整理。
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない。
・βには、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」にランクアップした場合はβに含める。

・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が
期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績（地域銀行用）

要
注
意
先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数
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（別紙様式Ｂ－１） 
 
                                                                                              

　　　　　　　経営支援（経営改善・事業再生）の実績（個別事例）

支援先企業の概要
・業種
・創業後年数（10年未満であれば○） ○ ・企業規模（中小企業者(注2)に該当する場合には○） ○

経営支援前の企業の状況

経営支援概要

経営支援後の企業の状況
〇再生支援融資により再生ファンドからのイグジットを果し、再生ファンドの債務免除に
　より債務超過は解消。また再生計画策定により、B/S・P/Lの両面において改善に取り組む
　体制が整った。

小売業

〇支援先は貴金属の販売業者。過去の積極的な出店による設備投資の結果
　過剰債務を抱え、かつ大幅債務超過に陥った。
　またメインバンクの破綻に伴い､RCCへ債権移管が行われた。

〇中小企業再生支援協議会と連携して、RCC債権の「きょうと企業再生支援ファンド」
　への債権譲渡、及び再生ファンドからのイグジット時の債務免除による大幅な債務
　削減を織り込んだ再生計画を策定。
〇同時に資金繰りの安定化を図るべく「中小企業再生支援融資制度」を支援し、返済額を
　計画キャッシュフローに収めるべく返済負担の軽減を実施するとともに、運転資金の
　支援を実施した。

〇生え抜き幹部に代表権を付与するとともに、現代表者の子息を含めた後継者の育成に
　着手。
〇不採算店舗の撤退、売却。
〇業績管理及び資金繰管理体制の強化を図った。

＜当行の施策＞

＜当該企業の施策＞
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（別紙様式Ｂ－２） 
 
                                                                               

　　　　　　　経営支援（経営改善・事業再生）の実績（個別事例）

支援先企業の概要
・業種
・創業後年数（10年未満であれば○） ・企業規模（中小企業者(注2)に該当する場合には○） 〇

経営支援前の企業の状況

経営支援概要

経営支援後の企業の状況
〇不動産処分により借入金は１／２の水準まで削減。
〇取引金融機関の協調体制が構築され、事業に専念できる体制が整った。
〇経営に若手社員を参画させることで経営陣および従業員の再生に向けた意識も向上、
　士気も高まりつつある。

卸売業

〇支援先は５０年以上の業歴を有する和装関連の製造卸売業者。市況の低迷により売上
　減少が続き、また、取引先に対する貸付金、過剰な在庫負担等により過剰債務の状態
　である。返済負担が重く、資金繰りにも支障が生じており、抜本的な経営改善が必要
　である。

〇従来より不採算の関連会社の清算等を指導してきたが、今般、収益面の改善と合わせ、
　本社不動産の売却による大幅な借入金削減を織り込んだ再生計画の策定を指導した。
〇メイン行として当行が主導して取引金融機関の協調支援体制を再構築した。
〇同時に資金繰の安定化を図るため、京都府・京都市独自の制度融資である「中小企業
　再生支援融資制度」を活用して与信構成の見直しを実施、返済額を計画キャッシュ・
　フローの範囲内になるよう、返済負担の軽減を図った。

〇所有不動産の売却による借入金の大幅削減を織り込んだ再生計画を再策定。
〇不動産処分と合わせ、長期間滞留している在庫を一斉処分し、過去の膿を出し切った。
〇在庫管理方法の見直し、人件費の削減等の施策を実施することにより収益力の向上を
　図る。

＜当行の施策＞

＜当該企業の施策＞


